足立区災害時のトイレ確保・管理計画　素案　令和８年７月時点案
足立区　危機管理部　防災戦略課

足立区災害時のトイレ確保・管理計画　素案　令和８年７月時点案について、ご説明します。

まず、本計画の構成をご説明します。
この計画は、はじめに、に続き、第1章から第6章までの全6章で構成されています。
各タイトルは次のとおりです。
はじめに
第1章、総則
第2章、現状と課題
第3章、災害時のトイレ課題解決策
第4章、本計画の前提基準
第5章、災害時のトイレ空白地域の分析
第6章、参考

ここからは、計画素案の概要をご説明します。

はじめに
区民の皆様の安全・安心な暮らしを守ることは、区政の最優先の責務です。首都直下地震をはじめとする大規模災害は、いつ私たちの日常をおびやかすかわかりません 。そうした事態に直面した際、皆様の命と健康、そして人としての尊厳を守り抜くため、あらゆる備えを進めていく必要があります。
過去の大規模災害の教訓から、特に深刻でありながら後回しにされがちであったのが災害時の「トイレ問題」です 。大災害により水洗トイレが長期間機能不全になると、不衛生な環境から感染症がまん延するだけでなく、排泄を我慢するために水分や食事を控える動きにつながります。これは脱水症状やエコノミークラス症候群などの健康被害を引き起こし、最悪の場合「災害関連死」に至る極めて重大な問題です。
そこで足立区は、この災害時の「トイレ問題」を区民の命を守る社会基盤の一つとして捉え、じじょ・きょうじょ・こうじょが一体となった総合的な対策を推進するため、「災害時のトイレ確保・管理計画」を策定します。本計画は、発災後のフェーズに応じたトイレの必要すうを明確にし、誰もが安心して利用できる衛生的で質の高いトイレ環境の維持管理体制を構築することを目的としています。本計画に基づき、「全ての被災者の安全で質の高い生活環境の確保」を実現し、区民の皆様の健康とあすへの活力を守り抜いてまいります。
足立区長　近藤　やよい

第1章、総則

１、本計画策定の背景
過去の大規模災害では、断水や下水道管の損傷により水洗トイレが長期間使用不能となりました。これにより劣悪な衛生状態が生じ、感染症の拡大や、トイレを控えることによる健康被害・災害関連死が深刻な問題となりました。過去の大規模災害において繰り返し発生しているこれら災害時のトイレ問題を克服しようとする区の固い決意が、本計画策定の出発点です。

２、本計画の目的
本計画は、発災後の全ての被災者へ安全で質の高いトイレ環境を提供することを目的とします。

３、本計画の位置付け
本計画は、災害時のトイレ確保・管理に関する国や東京都の指針や計画等と整合を図りながら、足立区地域防災計画の下位計画として策定します。

４、本計画の進捗管理
本計画は、プラン・ドゥー・チェック・アクションのPDCAサイクルにより推進します。
計画の見直しについては、本計画の最終目標年度である令和12年度に実施することを基本としながら、東京都の被害想定の見直しや、東京トイレ防災マスタープランの更新時などを踏まえ、適宜、見直していくものとします。

５、本計画で想定する地震と被害
本計画では、東京都防災会議、「首都直下地震等による東京の被害想定 報告書」（令和４年５月）を踏まえ、足立区において、被害が最も大きいとされる「都心南部直下地震」を想定し、対策を推進します。
足立区における具体的な想定被害は以下の通りです。
地震規模、マグニチュード7.3
避難じょ避難者数、最大19万1,288人 
下水道の被害率、6.6パーセント 
上水道の断水率、49.7パーセント 
電力の停電率、24.5パーセント 

６、本計画の対象施設
本計画で対象とする施設は、足立区地域防災計画震災編（令和７年度改訂）に位置付けられている第一次避難じょ、福祉避難じょのほか、災害時に使用できるマンホールトイレ、自己処理型トイレが整備された公園等とします。
対象施設すうは、令和8年4月現在で合計282箇所です。
内訳は、第一次避難じょとなる区立小学校67箇所、区立中学校35箇所、都立高校9箇所、私立中高・大学等13箇所。福祉避難じょとなる地域学習センターや社会福祉施設が83箇所、いっとき集合場所となる区立公園・広場等が73箇所、都立公園が3箇所です。

７、本計画で使用するトイレの種類
本計画では、内閣府のガイドラインに基づき、以下のトイレを「災害時のトイレ」と位置付けます 。
かっこ１、既設トイレ、平時から使用している施設のトイレです。
上下水道が被災した際は、洋式便器に携帯トイレを取り付けて使用します。

かっこ２、災害用トイレ、災害時に使用することを目的とするトイレ。
災害用トイレは、次の種類があります。
携帯トイレ、洋式便器等に便ぶくろを取り付けて使用する
簡易トイレ、段ボール製等の簡易トイレに、便ぶくろを取り付けて使用する
仮設トイレ、イベントや工事現場で使用している移動可能なトイレ
マンホールトイレ、指定したマンホールを開け、その上にたてやを建てて使用する
自己処理型トイレ、し尿を化学的方法等で処理するタイプのトイレ

第２章、現状と課題

１、災害時のトイレ確保状況
ここでは区の災害時のトイレ確保状況を示しています。
区では、災害時のトイレ対策として、携帯トイレの備蓄に加えて、マンホールトイレの整備を進めてきました。また、災害用トイレの新たな選択肢として、令和８年３月に自己処理型トイレ１台の試験導入を開始しました。
令和８年４月現在の備蓄数量と整備状況は次のとおりです。

かっこ１、災害時のトイレの備蓄、整備状況
区の携帯トイレ備蓄数量は103万個で、第一次避難じょや福祉避難じょ、災害拠点備蓄倉庫などに備蓄しています。
災害時のトイレの確保基数は、既設トイレが9,638基、マンホールトイレが敷地内、公道じょうを合わせて981基、自己処理型トイレが2基で、合計10,621基を確保しています。

かっこ２、発災後の経過期間における確保状況
国や東京都が示す配置基準である、発災当初50人に１基、１週間以降20人に１基に基づき、想定されるトイレ利用者数から算出した各期間の必要基数および確保基数について、発災後のフェーズを５段階にした際の、過不足状況は次のとおりである。
「フェーズ１」、発災から3日、必要基数 8,982基に対し、確保基数が上回るため1,639基のプラスです。
「フェーズ２」、3日から1週間、必要基数 8,593基に対し、2,028基のプラスです。
「フェーズ３」、1週間から2週間、基準が20人に1基となるため、必要基数が18,105基に上がり、7,484基の不足となります。
「フェーズ４」、2週間から1か月、必要基数 12,548基に対し、1,927基の不足です。
「フェーズ５」、1か月以降、避難者が減少するため、1,860基のプラスへと転じます。

かっこ３、災害時のトイレ分布状況
区の地図上において、本計画の対象施設である、第一次避難じょ、福祉避難じょ、区立公園マンホールトイレ等、を中心とした半径250メートルの円を落とし込み、当該範囲外を、災害時のトイレ空白地域、と位置付けた。

２、災害時のトイレ管理状況
ここでは区の災害時のトイレ管理状況を示しています。

かっこ１、避難じょにおける管理体制
区が策定した避難じょ運営手順書に基づき、区職員や地域住民、災害ボランティア等が主体となってトイレの清掃や衛生管理を行う体制の構築を進めています 。

かっこ２、公園における管理体制
専門技術を持つ管工事の民間3団体と協定を締結しており、発災時には民間団体がマンホールトイレの開設や設備不具合の維持管理を担う体制を構築しています 。

３、災害時のトイレ対策における課題まとめ
現状を踏まえ、災害時における本区のトイレ対策の課題を整理した結果、次の３点に大別された。
１、災害時のトイレ数量不足の解消
国の算出式に照らすと携帯トイレの区の最低必要すうが651,200個不足している。
また、発災1週間以降の期間に最大7,484基のトイレが不足すると想定されている。

２、災害時のトイレ空白地域の解消
発災時に区民が迅速にトイレを利用することが困難になる恐れがある。

３、災害時のトイレ維持・管理体制の確立
避難じょにおけるトイレの維持管理に特化した運用マニュアルが存在しない。
公園のマンホールトイレ開設後の「清掃や衛生管理」の主導体制が確立されていない。

第３章、災害時のトイレ課題解決策

１、課題解決のための４つの施策
ぜん章の、現状と課題、で判明した３つの主要課題解消のため、最優先で進めるべき４つの施策を定め、その実現に向けた取り組みを展開する。

施策１、携帯トイレの増備蓄
達成基準、不足している651,200個をぞう備蓄し、目標の1,711,200個の達成を目指す。
対策の方向性
まる１、災害対策基本法の一部改正に伴う、内閣府通知（令和７年７月）に基づき、不足している651,200個の携帯トイレをぞう備蓄する。
まる２、避難じょトイレの利用者すうを軽減するため、在宅避難への支援を強化する。
まる３、在宅避難への支援にあたっては、在宅避難者へ迅速に配布するため、避難じょへの携帯トイレの備蓄に加え、区立公園や町会・自治会倉庫等へ展開するなど、地域資源を組み合わせた分散備蓄を推進する。

施策２、災害時のトイレ空白地域の解消
達成基準、災害時のトイレが確保されている面積を現在の約70パーセントから、約90パーセントに引き上げる。
対策の方向性
選定した115箇所の区立公園へ災害用トイレを配備します。
公衆トイレがある公園には「携帯トイレ」を
公衆トイレがない公園には「仮設トイレ」または「自己処理型トイレ」を配備する方針です 。

施策３、避難じょトイレ運用マニュアルの策定
達成基準、災害時のトイレ運用マニュアルを策定します。
対策の方向性
まる１、区が策定した「避難じょ運営手順書」を補完するトイレの維持管理に特化した避難じょトイレの運用マニュアルを策定する。
まる２、本マニュアルには、携帯トイレやマンホールトイレの設置・使用手順、清掃等維持管理手法などを具体的に定め、各避難じょに配備する。
まる３、まずは喫緊の課題である避難じょトイレの運用マニュアルの策定を先行して進め、そのご、区立公園に新たに配備する災害用トイレの運用マニュアルについても順次策定を図る。

施策４、区立公園の災害用トイレ運用体制の確立
達成基準、公園における災害用トイレ運用体制の確立をします
対策の方向性
まる１、公園に設置される災害用トイレについて、災害発生時の円滑な運用を図るため、清掃を含めた管理運営体制を確立する。
まる２、公園の災害用トイレの清掃体制について、区職員や避難じょ運営本部のみでの対応は困難が予想されるため、専門的な清掃・衛生管理ノウハウを持つ清掃事業者やビルメンテナンス事業者等との連携体制の構築を推進する。

２、施策実施スケジュール
施策１、携帯トイレの増備蓄
施策２、災害時のトイレ空白地域の解消、は、東京トイレ防災マスタープランにおける東京都の目標と整合をとり、令和１２年度末迄に実施する。

施策３、避難じょトイレ運用マニュアルの策定、
施策４、区立公園の災害用トイレ運用体制の確立、は、令和８年度末までを実施目標とするが、訓練などを通じて、適宜、見直しをおこなっていきます。

第４章、本計画の前提基準
本章では、本計画の運用基準の目安を提示しています。
まず、第１節において、国や東京都の基準に基づくトイレの必要数量や配慮事項、
第２節において、区の災害廃棄物処理計画に基づく、し尿収集体制に関する基本的事項を示しています。

第５章、災害時のトイレ空白地域の分析
災害時のトイレ空白地域を解消するため、有効活用が可能な公園の抽出を行いました。
空白地域内に存在する公園、児童遊園、プチテラスなど約200箇所を分析し、設置適地としての選定プロセスを掲載しています。

第６章、参考
ここでは、東京トイレ防災マスタープランを参考とした災害時のトイレ確保、管理に関するタイムラインや、区が作成した携帯トイレ普及啓発チラシを掲載しています。
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